
 

 

  令 和 ６ 年 ２ 月 ２ ７ 日 

保健福祉政策部国保・年金課 

 

世田谷区国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

１ 改正理由 

   保険料の保険料率等を改定するとともに、規定の整備を図るため、世田谷

区国民健康保険条例の一部を改正する。 

 

２ 改正の内容 

（１）保険料率等の改定 
  

①基礎分及び後期高齢者支援金分（特別区共通保険料率） 

第15条の4、第15条の12、第15条の16 
 

基礎分及び支援金分 令和６年度 令和５年度 

保険 

料率等 

 賦課割合※ 

（所得割：均等割） 

基礎分 63:37 

支援金分 62:38 

基礎分 62:38 

支援金分 62:38 

所得割率 11.49％ 9.59％ 

基礎分 支援金分 8.69％ 2.80％ 7.17％ 2.42％ 

均等割額 65,600円 60,100円 

基礎分 支援金分 49,100円 16,500円 45,000円 15,100円 

賦課限度額 890,000円 870,000円 

基礎分 支援金分 650,000円 240,000円 650,000円 220,000円 

一人当たり保険料 156,520円 143,363円 

基礎分 支援金分 117,124円 39,396円 107,348円 36,015円 

一人当たり保険料 

前年度との比較 

金額 13,157円 11,550円 

率 9.18％ 8.76％ 

 

②介護納付金分（特別区共通保険料率。対象は40歳～64歳の被保険者）  
第16条の4 

 介護納付金分 令和６年度 令和５年度 

保険 

料率等 

 賦課割合※ 

（所得割：均等割） 
62:38 62:38 

所得割率 2.36％ 2.30％ 

均等割額 16,500円 16,200円 

賦課限度額 170,000円 170,000円 

一人当たり保険料 39,499円 38,808円 

一人当たり保険料 

前年度との比較 

金額 691円 △759円 

率 1.78％   △1.92％ 
 

※特別区共通の賦課割合は、所得割58：均等割42  
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収入 支出

定率国庫負担
保険料軽減等

現行

公費

区市町村の国保特別会計

保険料 保険給付費

A区において医療給付費が急増し

ても、都全域で負担する。 

負担のシェア（保険料や区の一般

会計繰入金の急増回避） 

→国保財政の安定的な運営 

 

③国民健康保険財政運営の基本的な仕組み 

 〇国民健康保険法の規定により、医療費の保険給付等を行うため、国保の保

険者である区市町村は国民健康保険料を徴収しなければならないこととさ

れている。 

 

〇平成３０年度の制度改正（国保の広域化）により、都道府県も保険者として財政

運営の責任主体となり、区市町村とともに国保の運営を担うこととなった。それ

までは、各区市町村が地域ごとの医療給付費等を基に保険料を算定する仕組みが

原則だったが、都道府県が区域内すべての医療費等を賄うために必要な額として

区市町村ごとに算定する納付金を基に、保険料を算定する仕組みに改められた。 
 

・区市町村は保険料等を財源として、東京都が算定する医療費の見込等に応じ

た額を納付金として東京都に支払う（国民健康保険事業費納付金）。 

・東京都は区市町村から支払われた納付金や国の公費等を財源として、年度内

における保険給付に必要な費用を全額、区市町村に支払う（保険給付費等交

付金）。 

・区市町村は東京都の交付金を財源として、診療報酬等を医療機関等に支払う。 
 

【国保財政のイメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入 支出

収入 支出

納付金
定率国庫負担等

公費

保険料 保険給付費

交付金

保険料軽減等

公費

都道府県の国保特別会計

区市町村の国保特別会計

改革後

同額

広域化前 

広域化後 
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【国民健康保険事業費納付金の算定方法の概要】 

 
令和５年度第２回東京都国民健康保険運営協議会資料より 

 

④令和６年度の保険料率算定における主な変更点について 
 
ア 都内保険料水準の統一を見据えた納付金ベースの統一 
 

    特別区では、同一所得・同一世帯構成であれば同一保険料となるよう、

都が算定する納付金の額に基づき、特別区全体の基準保険料率等を特別区

長会において設定し、各区が条例で定める「統一保険料方式」を採用して

いる。他方、都内全体でみれば、保険料（税）の水準は開きがある。 

国民健康保険法の改正により、令和６年４月から「保険料水準の平準化に関す

る事項」が、都道府県国民健康保険運営方針（以下「運営方針」）の必須記載事項

とされた。これを受けて東京都の次期運営方針（令和６年４月１日～令和 12 年３

月 31 日）に都内の保険料水準の統一に関する事項が記載されるとともに、令和６

年度から納付金ベースの統一（後述）に向けた取組みを開始する。 

 

(東京都の次期運営方針（案）より) 
 
 

２ 納付金及び標準保険料率の基本的な考え方 

都は、区市町村の医療給付費、後期高齢者支援金、介護納付金等を全額 

支払う役割を担う。その財源として、国や都の法定の公費負担等を充てるほ

か、各区市町村の医療費水準や被保険者の所得水準により区市町村ごとの納

付金を算定し、徴収する。 

 

（１）保険料水準統一の定義 

保険料水準の統一については、都内のどこに住んでいても、同じ所得水

準・同じ世帯構成であれば同じ保険料水準とする「完全統一」と、各区市

町村の納付金にそれぞれの医療費水準を反映させない「納付金（算定基礎

額）ベースにおける統一」（以下「納付金ベースの統一」という）の大き

く２つの手法がある。 
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（２）保険料水準の統一に向けた基本的な考え方 

保険料水準の完全統一を進めることは、区市町村ごとの医療費水準を保

険料に反映させないことにより、特に小規模な保険者において、高額な医

療費が発生した場合の年度間の保険料の変動を抑えることができるなど

国保財政の安定化が図られるほか、都内のどこに住んでいても、同じ所得

水準・同じ世帯構成であれば同じ保険料水準となり、被保険者間の公平性

の観点から望ましいとされている。 

都においては、将来的に完全統一を目指していくが、区市町村における

医療費水準や保険料（税）収納率等の差異があるため、直ちに完全統一と

することは困難である。 

そのため、まずは、納付金算定において医療費水準等を反映せず、各区

市町村の所得水準と被保険者数のみを用いる、納付金ベースの統一に取り

組む。 

 

（３）納付金ベースの統一の目標年度 

令和６年度から、納付金算定において、医療費指数反映係数α（以下「α」

という）を現在の１から段階的に引き下げるとともに、区市町村ごとの個

別事情による納付金額調整を共同負担化し、令和11年度までにα＝0とし、

令和12年度に納付金ベースの統一を目指す。 

※医療費指数反映係数αは医療費指数をどの程度反映させるかを調整する係数であり、 

α＝1の時、医療費指数を納付金の配分に全て反映させ 

α＝0の時、医療費指数を納付金の配分に全く反映させない。 

 

【納付金ベースの統一に向けた工程表】 
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イ 介護分の所得割率統一 
 

   介護分の所得割率については、所得水準の格差を理由に各区設定として

きたが、介護分のみ統一できない理由としては乏しく、また、今後、都内

保険料水準の統一を目指していくことに鑑み、令和６年度から原則として

23区統一の保険料率によることとする。 

 

⑤令和６年度保険料率算定における特別区独自の負担抑制策について 
 
ア 国民健康保険事業費納付金の算定結果の概要（東京都算定。都全体の数値） 

 

 

イ 医療費の増要因 
   

〇従来からの傾向である高齢化や医療の高度化等の影響により、1 人当たりの医 

療給付費は増加を続けており、１人当たりの納付金も増加している。 

〇厚生労働省は、国の令和４年度概算医療費（46兆円）の伸び率4.0%を要

因分解すると、減要因（人口増の影響、診療報酬改定等）が▲1.34%にな

る一方、増要因として、高齢化の影響が0.9%、医療の高度化などその他

が4.5%になるとした。 

〇医療の高度化により進歩した治療法や薬剤が高額となり、1 人当たり医

療費の増要因となる。 

〇高額レセプトは増加傾向にあり、令和４年度国保診療報酬特別審査委員

会の審査状況（国保中央会）は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国保と後期高齢者の高額レセプトは、前年度比7.1％増の6 万2447 件。 

・前年度に引き続き、高額な薬剤の普及が主な要因であり、新型コロナウイ

ルス感染症に関する請求も一因。 

・100 万点以上（1000 万円）の超高額な請求は、3642 件と8.3％（280 件）

増加。（国保：2378 件、後期高齢者：1264 件） 
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ウ 特別区における追加公費負担 
 

納付金の算定結果を踏まえ、保険料増の要因の１つとして、新型コロナウイル

ス感染症等の特殊な影響が考えられることから、昨年度に引き続き、特殊な影響

に対応した単年度限りの負担抑制策を講じる。 

具体的には、基礎分（医療分）について、新型コロナウイルス感染症影響額の

64 億円及び東京都の財政安定化基金取崩額※の令和６年度償還額 39 億円（特別

区負担分）の合計 103 億円を各区の公費（一般会計からの繰入金）で負担し、区

民の保険料負担の増加を抑制する。 
 

※令和３・４年度の医療費の急増により東京都が取り崩した財政安定化基金の償還

金が、法令の規定により納付金に加算される。 
 
   追加公費負担の効果額（基礎・支援金分の１人当たり保険料額） 

追加公費負担なし 今回の算定結果 差額（効果額） 

162,553 円 156,520 円 △6,033 円 

 

エ 特別区の独自激変緩和措置におけるロードマップについて 
 

   平成30 年度の国保制度改革による納付金制度導入に伴う保険料負担急

増を回避するために、特別区では、国の激変緩和措置期間（６年間）にあ

わせ、納付金全額ではなく、94％を賦課総額に組み入れ、原則１％ずつ引

き上げていく「独自激変緩和措置」を実施してきた。しかし、新型コロナ

ウイルス感染症拡大や保険料急増等により、計画通り進めることができず、

令和５年度保険料においては、独自激変緩和割合を97.3%に設定し、更に基

礎分に対して追加で一般財源を投入して算定を行う結果となった。 

   こうした現状を踏まえ、通常の保険料算定（納付金の100％を賦課総額と

する）を目指し、現行のロードマップにおける特別区独自激変緩和割合の

「97.3％」から毎年1％ずつ引き上げ（初年度0.7％）、当初計画から遅れ

た２年延長することとし、令和８年度で納付金の100％を賦課総額とする。 

 

 必要な保険料賦課額を「100」とした時の特別区独自激変緩和のイメージ 

年度 激変緩和割合 更なる負担抑制策 

平成 30 年度 100×94％ － 

令和元年度 100×95％ － 

令和２年度 100×96％ － 

令和３年度 100×96％ 激変緩和割合据え置き 

令和４年度 100×97.3％※ 106 億円を追加公費負担※ 

令和５年度 100×97.3％※ 
激変緩和割合据え置き 

157 億円を追加公費負担※ 

令和６年度 100×98％※ 103 億円を追加公費負担※ 

令和７年度 100×99％  

令和８年度 100  
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※令和４年度～６年度の保険料率算定においては、新型コロナウイルス感染症の影響と

考えられる医療費増に対応するため、特別区として上表のとおり追加公費負担を行っ

ている。これにより、実際の賦課割合（基礎・支援・介護合算）は令和４年度

93.8％、５年度92.4％、６年度94.9％となった。 

 

 

以上を踏まえた、令和６年度保険料の算定の概要は資料１のとおり。 

 

 

（２）低所得者の均等割保険料軽減額の変更（第19条の2）（下線部分が改正箇所） 

     世帯主と被保険者全員の前年の所得の合計が、下表アの世帯の軽減基準

額以下の世帯は、下表イの軽減額のとおり、軽減区分に応じて均等割額を

減額する。 

軽減額は、均等割額の改定に伴い変更となるほか、国の軽減基準の改正

に伴い、５割軽減及び２割軽減の世帯の軽減基準額を引き上げる。 
   

 

軽減 

区分 
ア 世帯の軽減基準額 

イ 保険料均等割の軽減額 

令和６年度 令和５年度 

７割 

軽減 

【変更なし】 43万円 

＋10万円×(給与所得者等の数－１) 

(基礎分)  34,370円 

(支援金分) 11,550円 

(介護分)  11,550円 

(基礎分)  31,500円 

(支援金分)10,570円 

(介護分) 11,340円 

５割 

軽減 

【令和５年度】 

43万円＋29万円×(被保険者数） 

＋10万円×(給与所得者等の数－１) 

       ↓ 

【令和６年度】 

43万円＋29.5万円×(被保険者数） 

＋10万円×(給与所得者等の数－１) 

(基礎分) 24,550円 

(支援金分) 8,250円 

(介護分) 8,250円 

（基礎分) 22,500円 

(支援金分) 7,550円 

(介護分) 8,100円 

２割 

軽減 

【令和５年度】 

43万円＋53.5万円×(被保険者数） 

＋10万円×(給与所得者等の数－１) 

       ↓ 

【令和６年度】 

43万円＋54.5万円×(被保険者数） 

＋10万円×(給与所得者等の数－１) 

(基礎分) 9,820円 

(支援金分) 3,300円 

(介護分) 3,300円 

(基礎分) 9,000円 

(支援金分) 3,020円 

(介護分) 3,240円 

 

 

保険料率等改定及び保険料軽減額の変更を踏まえた、令和６年度保険料額 

のモデルケースは資料２のとおり 
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（３）退職者医療制度の廃止（第15条の５～第15条の７等） 

平成20 年度から経過措置として存続していた退職者医療制度について、

対象者の激減（令和２年度以降、区の対象者は０人）を踏まえ、前倒しし

て制度が廃止されることとなったため、所要の改正を行う。 

 

※退職者医療制度 

高齢の退職者が被用者保険から国保に移ることによる国保財政の急激な悪化を防ぐため、退職

者の医療費を被用者保険も負担する仕組みとして、昭和59 年に創設。 

平成20 年４月より、65 歳から74 歳までの前期高齢者について、被用者保険と国民健康保険

との間で財政調整が行われることとなり、退職者医療制度は廃止。平成26 年度までに新たに適

用された者が65 歳に到達するまでの間は制度が継続する経過措置が設けられていた。 

 

 

３ 改正箇所 資料３（新旧対照表）のとおり 

 

 

４ 施行期日 令和６年４月１日 
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令和６年度国民健康保険料の算定の概要(特別区)

≒÷

≒÷

均等割保険料額
４９，１００円

均等割分
840億円

所得割分
1,160億円

被保険者数
17１万人

特別区の所得総額
1兆3,353億円

【基礎分(医療分)保険料】

特別区の保険料総額

１，９９９億円

所得割保険料率
８．６９%

賦課割合
５８

賦課割合
４２

対

資 料 １

国民健康保険事業費納付金
（特別区全体・激変緩和後） 2,134億円

※必要額2,283億円×独自激変緩和98％
－103億円（追加公費負担）

【減算項目】
保険者支援制度等
209億円

【加算項目】
出産育児諸費等
75億円

－＋
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≒÷

≒÷

均等割保険料額
１６，５００円

均等割分
282億円

所得割分
390億円

被保険者数
171万人

特別区の所得総額
1兆3,947億円

【後期高齢者支援金分
保険料】

特別区の保険料総額

６７３億円
所得割保険料率

２．８０%

≒÷
均等割保険料額
１６，５００円

均等割分
104億円

介護保険
第２号被保険者数

62万人

【介護納付金分保険料】

特別区の保険料総額

２４７億円

賦課割合
５８

賦課割合
４２

対

賦課割合
５８

賦課割合
４２

対

国民健康保険事業費納付金
（特別区全体・激変緩和後）
２６１億円
※必要額267億円×独自激変緩和98％

【減算項目】
保険者支援制度
15億円

－

国民健康保険事業費納付金
（特別区全体・激変緩和後）
711億円
※必要額725億円×独自激変緩和98％

【減算項目】
保険者支援制度
38億円

－

所得割分
143億円

特別区の所得総額
6,072億円÷ ≒

所得割保険料率
２．３６%
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基礎分 支援金分 計 基礎分 支援金分 計

所得割率 8.69% 2.80% 11.49% 所得割率 7.17% 2.42% 9.59%

均等割額 49,100 16,500 65,600 均等割額 45,000 15,100 60,100

賦課限度額 650,000 240,000 890,000 賦課限度額 650,000 220,000 870,000

①年金受給者（６５歳以上）１人世帯〔世帯主（６５歳）のみ〕

100万円 ※153万円 200万円 300万円 400万円 500万円 600万円 700万円 800万円 900万円

18,030 18,030 93,153 201,073 280,190 360,746 442,261 523,776 608,168 699,273

所得割分 0 0 54,003 168,903 263,695 360,211 457,876 555,541 656,653 765,808

均等割分 19,680 19,680 52,480 65,600 65,600 65,600 65,600 65,600 65,600 65,600

計 19,680 19,680 106,483 234,503 329,295 425,811 523,476 621,141 722,253 831,408

均等割軽減割合 ７割 ７割 ２割

1,650 1,650 13,330 33,430 49,105 65,065 81,215 97,365 114,085 132,135

1.092 1.092 1.143 1.166 1.175 1.180 1.184 1.186 1.188 1.189

②年金受給者（６５歳以上）２人世帯〔世帯主（６５歳）＋配偶者（６５歳・収入なし）〕

100万円 ※153万円 200万円 300万円 400万円 500万円 600万円 700万円 800万円 900万円

36,060 36,060 105,173 261,173 340,290 420,846 502,361 583,876 668,268 759,373

所得割分 0 0 54,003 168,903 263,695 360,211 457,876 555,541 656,653 765,808

均等割分 39,360 39,360 65,600 131,200 131,200 131,200 131,200 131,200 131,200 131,200

計 39,360 39,360 119,603 300,103 394,895 491,411 589,076 686,741 787,853 869,620

均等割軽減割合 ７割 ７割 ５割

3,300 3,300 14,430 38,930 54,605 70,565 86,715 102,865 119,585 110,247

1.092 1.092 1.137 1.149 1.160 1.168 1.173 1.176 1.179 1.145

③給与所得者（６５歳未満）１人世帯〔世帯主(３５歳)のみ〕

※98万円 100万円 200万円 300万円 400万円 500万円 600万円 700万円 800万円 900万円

18,030 31,968 145,451 212,581 283,547 360,267 436,987 517,543 603,853 694,958

所得割分 0 2,298 102,261 182,691 267,717 359,637 451,557 548,073 651,483 760,638

均等割分 19,680 32,800 65,600 65,600 65,600 65,600 65,600 65,600 65,600 65,600

計 19,680 35,098 167,861 248,291 333,317 425,237 517,157 613,673 717,083 826,238

均等割軽減割合 ７割 ５割

1,650 3,130 22,410 35,710 49,770 64,970 80,170 96,130 113,230 131,280

1.092 1.098 1.154 1.168 1.176 1.180 1.183 1.186 1.188 1.189

④給与所得者（６５歳未満）２人世帯〔世帯主（３５歳）＋配偶者（３５歳・収入なし）〕

※98万円 100万円 200万円 300万円 400万円 500万円 600万円 700万円 800万円 900万円

36,060 62,018 181,511 272,681 343,647 420,367 497,087 577,643 663,953 755,058

所得割分 0 2,298 102,261 182,691 267,717 359,637 451,557 548,073 651,483 760,638

均等割分 39,360 65,600 104,960 131,200 131,200 131,200 131,200 131,200 131,200 131,200

計 39,360 67,898 207,221 313,891 398,917 490,837 582,757 679,273 782,683 868,360

均等割軽減割合 ７割 ５割 ２割

3,300 5,880 25,710 41,210 55,270 70,470 85,670 101,630 118,730 113,302

1.092 1.095 1.142 1.151 1.161 1.168 1.172 1.176 1.179 1.150

⑤給与所得者（６５歳未満）３人世帯〔世帯主（３５歳）＋配偶者（３５歳・収入なし）＋子（５歳・収入なし）〕

※98万円 100万円 200万円 300万円 400万円 500万円 600万円 700万円 800万円 900万円

45,075 77,043 205,551 272,681 373,697 450,417 527,137 607,693 694,003 780,313

所得割分 0 2,298 102,261 182,691 267,717 359,637 451,557 548,073 651,483 754,893

均等割分 49,200 82,000 131,200 131,200 164,000 164,000 164,000 164,000 164,000 164,000

計 49,200 84,298 233,461 313,891 431,717 523,637 615,557 712,073 815,483 875,210

均等割軽減割合 ７割 ５割 ２割 ２割

4,125 7,255 27,910 41,210 58,020 73,220 88,420 104,380 121,480 94,897

1.092 1.094 1.136 1.151 1.155 1.163 1.168 1.172 1.175 1.122

令和6年度

令和6年度

令和6年度

国民健康保険料料率変更の影響（モデルケース）　基礎分・支援金分

令和5年度保険料（ａ）（基礎分＋支援金分）

令和6年度
保険料（ｂ）
（基礎分＋支
援金分）

前年度保険料との差額（ｂ－ａ）

対前年度比（ｂ／ａ）

年　　収

令和5年度保険料（ａ）（基礎分＋支援金分）

令和6年度
保険料（ｂ）
（基礎分＋支
援金分）

前年度保険料との差額（ｂ－ａ）

対前年度比（ｂ／ａ）

年　　収

令和5年度保険料（ａ）（基礎分＋支援金分）

保険料（ｂ）
（基礎分＋支
援金分）

前年度保険料との差額（ｂ－ａ）

対前年度比（ｂ／ａ）

令和5年度

年　　収

令和5年度保険料（ａ）（基礎分＋支援金分）

令和6年度
保険料（ｂ）
（基礎分＋支
援金分）

保険料（ｂ）
（基礎分＋支
援金分）

前年度保険料との差額（ｂ－ａ）

対前年度比（ｂ／ａ）

前年度保険料との差額（ｂ－ａ）

対前年度比（ｂ／ａ）

年　　収

年　　収

令和5年度保険料（ａ）（基礎分＋支援金分）

※年金収入153万円及

び給与収入98万円は、

均等割のみ世帯の収入

上限である。

資 料 ２
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令和６年度 令和５年度

所得割率 2.36% 2.30%

均等割額 16,500 16,200

賦課限度額 170,000 170,000

①給与所得者（６５歳未満）１人世帯〔世帯主（４０歳）のみ〕

※98万円 100万円 200万円 300万円 400万円 500万円 600万円 700万円 800万円 900万円

4,860 8,560 36,670 52,770 69,790 88,190 106,590 125,910 146,610 170,000

所得割分 0 472 21,004 37,524 54,988 73,868 92,748 112,572 133,812 156,232

均等割分 4,950 8,250 16,500 16,500 16,500 16,500 16,500 16,500 16,500 16,500

計 4,950 8,722 37,504 54,024 71,488 90,368 109,248 129,072 150,312 170,000

均等割軽減割合 ７割 ５割

90 162 834 1,254 1,698 2,178 2,658 3,162 3,702 0

1.019 1.019 1.023 1.024 1.024 1.025 1.025 1.025 1.025 1.000

②給与所得者（６５歳未満）２人世帯〔世帯主（４０歳）＋配偶者（４０歳・収入なし）〕

※98万円 100万円 200万円 300万円 400万円 500万円 600万円 700万円 800万円 900万円

9,720 16,660 46,390 68,970 85,990 104,390 122,790 142,110 162,810 170,000

所得割分 0 472 21,004 37,524 54,988 73,868 92,748 112,572 133,812 156,232

均等割分 9,900 16,500 26,400 33,000 33,000 33,000 33,000 33,000 33,000 33,000

計 9,900 16,972 47,404 70,524 87,988 106,868 125,748 145,572 166,812 170,000

均等割軽減割合 ７割 ５割 ２割

180 312 1,014 1,554 1,998 2,478 2,958 3,462 4,002 0

1.019 1.019 1.022 1.023 1.023 1.024 1.024 1.024 1.025 1.000

③給与所得者（６５歳未満）３人世帯〔世帯主（４０歳）＋配偶者（４０歳・収入なし）＋子（５歳・収入なし）〕

※98万円 100万円 200万円 300万円 400万円 500万円 600万円 700万円 800万円 900万円

9,720 16,660 46,390 62,490 85,990 104,390 122,790 142,110 162,810 170,000

所得割分 0 472 21,004 37,524 54,988 73,868 92,748 112,572 133,812 155,052

均等割分 9,900 16,500 26,400 26,400 33,000 33,000 33,000 33,000 33,000 33,000

計 9,900 16,972 47,404 63,924 87,988 106,868 125,748 145,572 166,812 170,000

均等割軽減割合 ７割 ５割 ２割 ２割

180 312 1,014 1,434 1,998 2,478 2,958 3,462 4,002 0

1.019 1.019 1.022 1.023 1.023 1.024 1.024 1.024 1.025 1.000

④給与所得者（６５歳未満）４人世帯〔世帯主（４０歳）＋配偶者（４０歳・収入なし）＋子（５歳・収入なし）＋子（１歳・収入なし）〕

※98万円 100万円 200万円 300万円 400万円 500万円 600万円 700万円 800万円 900万円

9,720 16,660 36,670 62,490 85,990 104,390 122,790 142,110 162,810 170,000

所得割分 0 472 21,004 37,524 54,988 73,868 92,748 112,572 133,812 155,052

均等割分 9,900 16,500 16,500 26,400 33,000 33,000 33,000 33,000 33,000 33,000

計 9,900 16,972 37,504 63,924 87,988 106,868 125,748 145,572 166,812 170,000

均等割軽減割合 ７割 ５割 ５割 ２割

180 312 834 1,434 1,998 2,478 2,958 3,462 4,002 0

1.019 1.019 1.023 1.023 1.023 1.024 1.024 1.024 1.025 1.000

令和6年度
保険料
（ｂ）

（介護分）

前年度保険料との差額（ｂ－ａ）

対前年度比（ｂ／ａ）

国民健康保険料料率変更の影響（モデルケース）　介護分

令和6年度
保険料
（ｂ）

（介護分）

前年度保険料との差額（ｂ－ａ）

対前年度比（ｂ／ａ）

年　　収

令和5年度保険料（ａ）（介護分）

令和6年度
保険料
（ｂ）

（介護分）

前年度保険料との差額（ｂ－ａ）

対前年度比（ｂ／ａ）

年　　収

令和5年度保険料（ａ）（介護分）

令和6年度
保険料
（ｂ）

（介護分）

前年度保険料との差額（ｂ－ａ）

対前年度比（ｂ／ａ）

年　　収

令和5年度保険料（ａ）（介護分）

介護分

年　　収

令和5年度保険料（ａ）（介護分）

※年金収入153万円及

び給与収入98万円は、

均等割のみ世帯の収

入上限である。

資 料 ２
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 資料３  

世田谷区国民健康保険条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○世田谷区国民健康保険条例 ○世田谷区国民健康保険条例 

昭和34年11月10日条例第14号 昭和34年11月10日条例第14号 

改正 改正 

（略） （略） 

令和５年12月11日条例第69号 令和５年12月11日条例第69号 

世田谷区国民健康保険条例 世田谷区国民健康保険条例 

目次 目次 

第１章 総則（第１条） 第１章 総則（第１条） 

第２章 国民健康保険事業の運営に関する協議会（第２条・第３条） 第２章 国民健康保険事業の運営に関する協議会（第２条・第３条） 

第３章 被保険者（第４条） 第３章 被保険者（第４条） 

第４章 保険給付（第５条―第12条） 第４章 保険給付（第５条―第12条） 

第５章 保健事業（第13条） 第５章 保健事業（第13条） 

第６章 保険料（第14条―第24条の６） 第６章 保険料（第14条―第24条の６） 

第７章 雑則（第25条・第26条） 第７章 雑則（第25条・第26条） 

第８章 罰則（第27条―第29条） 第８章 罰則（第27条―第29条） 

付則 付則 

（略） 

（基礎賦課総額） 

（略） 

（一般被保険者に係る基礎賦課総額） 

第14条の３ 保険料の賦課額のうち基礎賦課額（第19条の２、第19条

の４及び第19条の５の規定により基礎賦課額を減額するものとした

場合にあっては、その減額することとなる額を含む。）の総額（以

下「基礎賦課総額」という。）は、第１号に掲げる額の見込額から

第２号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額と

する。 

第14条の３ 保険料の賦課額のうち一般被保険者（法附則第７条第１

項に規定する退職被保険者等（以下「退職被保険者等」という。）

以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る基礎賦課額（第19条の

２、第19条の４及び第19条の５の規定により基礎賦課額を減額する

ものとした場合にあっては、その減額することとなる額を含む。）

の総額（以下「基礎賦課総額」という。）は、第１号に掲げる額の

見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算

13
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改正後 改正前 

定した額とする。 

(１) 当該年度における次に掲げる額の合算額 (１) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 療養の給付に要する費用の額から当該給付に係る一部負担金

に相当する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時生

活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別

療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給に

要する費用の額の合算額 

ア 療養の給付に要する費用（一般被保険者に係るものに限る。）

の額から当該給付に係る一部負担金に相当する額を控除した額

並びに入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養

費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養

費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用（一般被保険者

に係るものに限る。）の額の合算額 

イ 法附則第７条の規定により読み替えられた法第75条の７第１

項の国民健康保険事業費納付金（以下「国民健康保険事業費納

付金」という。）の納付に要する費用（東京都（以下「都」と

いう。）の国民健康保険に関する特別会計において負担する高

齢者医療確保法の規定による後期高齢者支援金等（以下「後期

高齢者支援金等」という。）及び高齢者医療確保法の規定によ

る病床転換支援金等（以下「病床転換支援金等」という。）並

びに介護保険法（平成９年法律第123号）の規定による納付金（以

下「介護納付金」という。）の納付に要する費用に充てる部分

を除く。）の額 

イ 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の７第１

項の国民健康保険事業費納付金（以下「国民健康保険事業費納

付金」という。）の納付に要する費用（東京都（以下「都」と

いう。）が行う国民健康保険の一般被保険者に係るものに限り、

都の国民健康保険に関する特別会計において負担する高齢者医

療確保法の規定による後期高齢者支援金等（以下「後期高齢者

支援金等」という。）及び高齢者医療確保法の規定による病床

転換支援金等（以下「病床転換支援金等」という。）並びに介

護保険法（平成９年法律第123号）の規定による納付金（以下「介

護納付金」という。）の納付に要する費用に充てる部分を除く。）

の額 

ウ 法第81条の２第５項の財政安定化基金拠出金の納付に要する

費用の額 

ウ 法第81条の２第５項の財政安定化基金拠出金の納付に要する

費用の額 

エ 法第81条の２第10項第２号に規定する財政安定化基金事業借

入金の償還に要する費用の額 

エ 法第81条の２第10項第２号に規定する財政安定化基金事業借

入金の償還に要する費用の額 

オ 保健事業に要する費用の額 オ 保健事業に要する費用の額 

カ その他区の国民健康保険に関する特別会計において負担する

国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用のうち都の国民健康保険に関する特別会計に

おいて負担する後期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び介

カ その他区の国民健康保険に関する特別会計において負担する

国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用のうち都の国民健康保険に関する特別会計に

おいて負担する後期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び介
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改正後 改正前 

護納付金の納付に要する費用に充てる部分並びに国民健康保険

の事務の執行に要する費用を除く。）の額 

護納付金の納付に要する費用に充てる部分並びに国民健康保険

の事務の執行に要する費用を除く。）の額（退職被保険者等に

係る療養の給付に要する費用の額から当該給付に係る一部負担

金に相当する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時

生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特

別療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給

に要する費用の額並びに都が行う国民健康保険の一般被保険者

に係る国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（都の国

民健康保険に関する特別会計において負担する後期高齢者支援

金等、病床転換支援金等及び介護納付金の納付に要する費用に

充てる部分に限る。）及び退職被保険者等に係る国民健康保険

事業費納付金の納付に要する費用の額を除く。） 

(２) 当該年度における次に掲げる額の合算額 (２) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法第74条の規定による補助金の額 ア 法第74条の規定による補助金の額 

イ 法附則第７条の規定により読み替えられた法第75条の規定に

より交付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用（都の国民健康保険に関する特別会計において負担

する後期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び介護納付金の

納付に要する費用に充てる部分に限る。以下このイにおいて同

じ。）に係るものを除く。）及び同条の規定により貸し付けら

れる貸付金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に

係るものを除く。）の額 

イ 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定に

より交付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用（都の国民健康保険に関する特別会計において負担

する後期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び介護納付金の

納付に要する費用に充てる部分に限る。以下このイにおいて同

じ。）に係るものを除く。）及び同条の規定により貸し付けら

れる貸付金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に

係るものを除く。）の額 

ウ 法第75条の２第１項の国民健康保険保険給付費等交付金の額 ウ 国民健康保険保険給付費等交付金（法第75条の２第１項の国

民健康保険保険給付費等交付金をいう。エにおいて同じ。）（退

職被保険者等の療養の給付等に要する費用（法附則第22条の規

定により読み替えられた法第70条第１項に規定する療養の給付

等に要する費用をいう。エにおいて同じ。）に係るものを除く。）

の額 
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エ その他区の国民健康保険に関する特別会計において負担する

国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用のうち都の国民健康保険に関する特別会計に

おいて負担する後期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び介

護納付金の納付に要する費用に充てる部分並びに国民健康保険

の事務の執行に要する費用を除く。）のための収入（法第72条

の３第１項、第72条の３の２第１項及び第72条の３の３第１項

の規定による繰入金を除く。）の額 

エ その他区の国民健康保険に関する特別会計において負担する

国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用のうち都の国民健康保険に関する特別会計に

おいて負担する後期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び介

護納付金の納付に要する費用に充てる部分並びに国民健康保険

の事務の執行に要する費用を除く。）のための収入（法附則第

９条第１項の規定により読み替えられた法第72条の３第１項、

第72条の３の２第１項及び第72条の３の３第１項の規定による

繰入金並びに国民健康保険保険給付費等交付金（退職被保険者

等の療養の給付等に要する費用に係るものに限る。）を除く。）

の額 

（基礎賦課額） （一般被保険者に係る基礎賦課額） 

第14条の４ 保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、当該世帯に属する

被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額の

総額とする。 

第14条の４ 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る基礎賦課額

は、当該世帯に属する一般被保険者につき算定した所得割額及び被

保険者均等割額の合算額の総額とする。 

（基礎賦課額の所得割額の算定） （一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額の算定） 

第15条 前条の所得割額は、被保険者に係る賦課期日の属する年の前

年の所得に係る地方税法第314条の２第１項に規定する総所得金額

及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の金額

（同法附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得

等の金額（同法附則第35条の２の６第８項又は第11項の規定の適用

がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第33条の３第５項

に規定する土地等に係る事業所得等の金額、同法附則第34条第４項

に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和32年法律第

26号）第33条の４第１項若しくは第２項、第34条第１項、第34条の

２第１項、第34条の３第１項、第35条第１項、第35条の２第１項、

第35条の３第１項又は第36条の規定の適用がある場合には、これら

の規定の適用により同法第31条第１項に規定する長期譲渡所得の金

第15条 前条の所得割額は、一般被保険者に係る賦課期日の属する年

の前年の所得に係る地方税法第314条の２第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の

金額（同法附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当

所得等の金額（同法附則第35条の２の６第８項又は第11項の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第33条の３第

５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、同法附則第34条第

４項に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和32年法

律第26号）第33条の４第１項若しくは第２項、第34条第１項、第34

条の２第１項、第34条の３第１項、第35条第１項、第35条の２第１

項、第35条の３第１項又は第36条の規定の適用がある場合には、こ

れらの規定の適用により同法第31条第１項に規定する長期譲渡所得
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額から控除する金額を控除した金額）、地方税法附則第35条第５項

に規定する短期譲渡所得の金額（租税特別措置法第33条の４第１項

若しくは第２項、第34条第１項、第34条の２第１項、第34条の３第

１項、第35条第１項又は第36条の規定の適用がある場合には、これ

らの規定の適用により同法第32条第１項に規定する短期譲渡所得の

金額から控除する金額を控除した金額）、地方税法附則第35条の２

第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第

35条の３第15項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、

同法附則第35条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所

得等の金額（同法附則第35条の２の６第11項又は第35条の３第13項

若しくは第15項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、

同法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金

額（同法附則第35条の４の２第７項の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額）、外国居住者等の所得に対する相互主義による

所得税等の非課税等に関する法律（昭和37年法律第144号。以下「外

国居住者等所得相互免除法」という。）第８条第２項（外国居住者

等所得相互免除法第12条第５項及び第16条第２項において準用する

場合を含む。第19条の２第１号において同じ。）に規定する特例適

用利子等の額、外国居住者等所得相互免除法第８条第４項（外国居

住者等所得相互免除法第12条第６項及び第16条第３項において準用

する場合を含む。同号において同じ。）に規定する特例適用配当等

の額、租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の

特例等に関する法律（昭和44年法律第46号。以下「租税条約等実施

特例法」という。）第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子

等の額及び同条第12項に規定する条約適用配当等の額をいう。以下

この条において同じ。）の合計額から地方税法第314条の２第２項の

規定による控除をした後の総所得金額及び山林所得金額並びに他の

所得と区分して計算される所得の金額の合計額（以下「基礎控除後

の金額から控除する金額を控除した金額）、地方税法附則第35条第

５項に規定する短期譲渡所得の金額（租税特別措置法第33条の４第

１項若しくは第２項、第34条第１項、第34条の２第１項、第34条の

３第１項、第35条第１項又は第36条の規定の適用がある場合には、

これらの規定の適用により同法第32条第１項に規定する短期譲渡所

得の金額から控除する金額を控除した金額）、地方税法附則第35条

の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附

則第35条の３第15項の規定の適用がある場合には、その適用後の金

額）、同法附則第35条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る

譲渡所得等の金額（同法附則第35条の２の６第11項又は第35条の３

第13項若しくは第15項の規定の適用がある場合には、その適用後の

金額）、同法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所

得等の金額（同法附則第35条の４の２第７項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額）、外国居住者等の所得に対する相互主

義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和37年法律第144号。

以下「外国居住者等所得相互免除法」という。）第８条第２項（外

国居住者等所得相互免除法第12条第５項及び第16条第２項において

準用する場合を含む。第19条の２第１号において同じ。）に規定す

る特例適用利子等の額、外国居住者等所得相互免除法第８条第４項

（外国居住者等所得相互免除法第12条第６項及び第16条第３項にお

いて準用する場合を含む。同号において同じ。）に規定する特例適

用配当等の額、租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地

方税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46号。以下「租税条

約等実施特例法」という。）第３条の２の２第10項に規定する条約

適用利子等の額及び同条第12項に規定する条約適用配当等の額をい

う。以下この条において同じ。）の合計額から地方税法第314条の２

第２項の規定による控除をした後の総所得金額及び山林所得金額並

びに他の所得と区分して計算される所得の金額の合計額（以下「基
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の総所得金額等」という。）に第15条の４の所得割の保険料率を乗

じて算定する。 

礎控除後の総所得金額等」という。）に第15条の４の所得割の保険

料率を乗じて算定する。 

２ 前項の場合における地方税法第314条の２第１項に規定する総所

得金額若しくは山林所得金額又は他の所得と区分して計算される所

得の金額を算定する場合においては、同法第313条第９項中雑損失に

係る部分の規定を適用しないものとする。 

２ 前項の場合における地方税法第314条の２第１項に規定する総所

得金額若しくは山林所得金額又は他の所得と区分して計算される所

得の金額を算定する場合においては、同法第313条第９項中雑損失に

係る部分の規定を適用しないものとする。 

第15条の２及び第15条の３ 削除 第15条の２及び第15条の３ 削除 

（基礎賦課額の保険料率） （一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率） 

第15条の４ 基礎賦課額の保険料率は、次のとおりとする。 第15条の４ 一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率は、次のとお

りとする。 

(１) 所得割 100分の8.69（基礎賦課総額の100分の63に相当する

額を被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所得に係る基礎

控除後の総所得金額等の見込額（令第29条の７第２項第４号ただ

し書に規定する場合にあっては、国民健康保険法施行規則（昭和

33年厚生省令第53号。以下「省令」という。）第32条の９に規定

する方法により補正された後の金額）の総額で除して得た数） 

(１) 所得割 100分の7.17（一般被保険者に係る基礎賦課総額の

100分の62に相当する額を一般被保険者に係る賦課期日の属する

年の前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等の見込額（令第

29条の７第２項第４号ただし書に規定する場合にあっては、国民

健康保険法施行規則（昭和33年厚生省令第53号。以下「省令」と

いう。）第32条の９に規定する方法により補正された後の金額）

の総額で除して得た数） 

(２) 被保険者均等割 被保険者１人につき 49,100円（基礎賦課

総額の100分の37に相当する額を当該年度の前年度及びその直前

の２箇年度の各年度における被保険者の数等を勘案して算定した

数で除して得た額） 

(２) 被保険者均等割 被保険者１人につき 45,000円（一般被保

険者に係る基礎賦課総額の100分の38に相当する額を当該年度の

前年度及びその直前の２箇年度の各年度における一般被保険者の

数等を勘案して算定した数で除して得た額） 

 （退職被保険者等に係る基礎賦課額） 

第15条の５から第15条の７まで 削除 第15条の５ 保険料の賦課額のうち退職被保険者等に係る基礎賦課額

は、当該世帯に属する退職被保険者等につき算定した所得割額及び

被保険者均等割額の合算額の総額とする。 

 （退職被保険者等に係る基礎賦課額の所得割額の算定） 

 第15条の６ 前条の所得割額は、退職被保険者等に係る賦課期日の属

する年の前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等に第15条の４
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の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

 （退職被保険者等に係る基礎賦課額の被保険者均等割額の算定） 

 第15条の７ 第15条の５の被保険者均等割額は、第15条の４の規定に

より算定した額と同額とする。 

（基礎賦課限度額） （基礎賦課限度額） 

第15条の８ 第14条の４の基礎賦課額は、650,000円を超えることがで

きない。 

第15条の８ 第14条の４又は第15条の５の基礎賦課額（一般被保険者

と退職被保険者等が同一の世帯に属する場合には、第14条の４の基

礎賦課額と第15条の５の基礎賦課額との合算額をいう。第18条の２、

第19条の２、第19条の４及び第19条の５第１項において同じ。）は、

650,000円を超えることができない。 

（後期高齢者支援金等賦課総額） （一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額） 

第15条の９ 保険料の賦課額のうち後期高齢者支援金等賦課額（第19

条の２、第19条の４及び第19条の５の規定により後期高齢者支援金

等賦課額を減額するものとした場合にあっては、その減額すること

となる額を含む。）の総額（以下「後期高齢者支援金等賦課総額」

という。）は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の

見込額を控除した額を基準として算定した額とする。 

第15条の９ 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る後期高齢者支

援金等賦課額（第19条の２、第19条の４及び第19条の５の規定によ

り後期高齢者支援金等賦課額を減額するものとした場合にあって

は、その減額することとなる額を含む。）の総額（以下「後期高齢

者支援金等賦課総額」という。）は、第１号に掲げる額の見込額か

ら第２号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額

とする。 

(１) 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する

費用（都の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期

高齢者支援金等及び病床転換支援金等の納付に要する費用に充て

る部分に限る。次号において同じ。）の額 

(１) 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する

費用（都の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期

高齢者支援金等及び病床転換支援金等の納付に要する費用に充て

る部分であって、都が行う国民健康保険の一般被保険者に係るも

のに限る。次号において同じ。）の額 

(２) 当該年度における次に掲げる額の合算額 (２) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第７条の規定により読み替えられた法第75条の規定に

より交付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に係るものに限る。）及び同条の規定により貸し付

けられる貸付金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費

ア 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定に

より交付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に係るものに限る。）及び同条の規定により貸し付

けられる貸付金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費
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改正後 改正前 

用に係るものに限る。）の額 用に係るものに限る。）の額 

イ その他区の国民健康保険に関する特別会計において負担する

国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用に限る。）のための収入（法第72条の３第１

項、第72条の３の２第１項及び第72条の３の３第１項の規定に

よる繰入金を除く。）の額 

イ その他区の国民健康保険に関する特別会計において負担する

国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用に限る。）のための収入（法附則第９条第１

項の規定により読み替えられた法第72条の３第１項、第72条の

３の２第１項及び第72条の３の３第１項の規定による繰入金を

除く。）の額 

（後期高齢者支援金等賦課額） （一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額） 

第15条の10 保険料の賦課額のうち後期高齢者支援金等賦課額は、当

該世帯に属する被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等

割額の合算額の総額とする。 

第15条の10 保険料の賦課額のうち後期高齢者支援金等賦課額は、当

該世帯に属する一般被保険者につき算定した所得割額及び被保険者

均等割額の合算額の総額とする。 

（後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算定） （一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算

定） 

第15条の11 前条の所得割額は、被保険者に係る賦課期日の属する年

の前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等に次条の所得割の保

険料率を乗じて算定する。 

第15条の11 前条の所得割額は、一般被保険者に係る賦課期日の属す

る年の前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等に次条の所得割

の保険料率を乗じて算定する。 

（後期高齢者支援金等賦課額の保険料率） （一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率） 

第15条の12 後期高齢者支援金等賦課額の保険料率は、次のとおりと

する。 

第15条の12 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料

率は、次のとおりとする。 

(１) 所得割 100分の2.80（後期高齢者支援金等賦課総額の100分

の62に相当する額を被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の

所得に係る基礎控除後の総所得金額等の見込額（令第29条の７第

３項第４号ただし書に規定する場合にあっては、省令第32条の９

の２に規定する方法により補正された後の金額）の総額で除して

得た数） 

(１) 所得割 100分の2.42（一般被保険者に係る後期高齢者支援金

等賦課総額の100分の62に相当する額を一般被保険者に係る賦課

期日の属する年の前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等の

見込額（令第29条の７第３項第４号ただし書に規定する場合にあ

っては、省令第32条の９の２に規定する方法により補正された後

の金額）の総額で除して得た数） 

(２) 被保険者均等割 被保険者１人につき 16,500円（後期高齢

者支援金等賦課総額の100分の38に相当する額を当該年度の前年

度及びその直前の２箇年度の各年度における被保険者の数等を勘

(２) 被保険者均等割 被保険者１人につき 15,100円（一般被保

険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額の100分の38に相当する

額を当該年度の前年度及びその直前の２箇年度の各年度における
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案して算定した数で除して得た額） 一般被保険者の数等を勘案して算定した数で除して得た額） 

 （退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額） 

第15条の13から第15条の15まで 削除 第15条の13 保険料の賦課額のうち退職被保険者等に係る後期高齢者

支援金等賦課額は、当該世帯に属する退職被保険者等につき算定し

た所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額とする。 

 （退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算

定） 

 第15条の14 前条の所得割額は、退職被保険者等に係る賦課期日の属

する年の前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等に第15条の12

の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

 （退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の被保険者均等

割額の算定） 

 第15条の15 第15条の13の被保険者均等割額は、第15条の12の規定に

より算定した額と同額とする。 

（後期高齢者支援金等賦課限度額） （後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第15条の16 第15条の10の後期高齢者支援金等賦課額は、240,000円を

超えることができない。 

第15条の16 第15条の10又は第15条の13の規定により算定した後期高

齢者支援金等賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が同一の世帯

に属する場合には、第15条の10の後期高齢者支援金等賦課額と第15

条の13の後期高齢者支援金等賦課額との合算額をいう。第18条の２、

第19条の２、第19条の４及び第19条の５第１項において同じ。）は、

220,000円を超えることができない。 

（介護納付金賦課総額） （介護納付金賦課総額） 

第16条 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額（第19条の２及び第

19条の５の規定により介護納付金賦課額を減額するものとした場合

にあっては、その減額することとなる額を含む。）の総額（以下「介

護納付金賦課総額」という。）は、第１号に掲げる額の見込額から

第２号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額と

する。 

第16条 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額（第19条の２及び第

19条の５の規定により介護納付金賦課額を減額するものとした場合

にあっては、その減額することとなる額を含む。）の総額（以下「介

護納付金賦課総額」という。）は、第１号に掲げる額の見込額から

第２号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額と

する。 
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(１) 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する

費用（都の国民健康保険に関する特別会計において負担する介護

納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。次号において同

じ。）の額 

(１) 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する

費用（都の国民健康保険に関する特別会計において負担する介護

納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。次号において同

じ。）の額 

(２) 当該年度における次に掲げる額の合算額 (２) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第７条の規定により読み替えられた法第75条の規定に

より交付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に係るものに限る。）及び同条の規定により貸し付

けられる貸付金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費

用に係るものに限る。）の額 

ア 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定に

より交付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に係るものに限る。）及び同条の規定により貸し付

けられる貸付金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費

用に係るものに限る。）の額 

イ その他区の国民健康保険に関する特別会計において負担する

国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用に限る。）のための収入（法第72条の３第１

項及び第72条の３の３第１項の規定による繰入金を除く。）の

額 

イ その他区の国民健康保険に関する特別会計において負担する

国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用に限る。）のための収入（法附則第９条第１

項の規定により読み替えられた法第72条の３第１項及び第72条

の３の３第１項の規定による繰入金を除く。）の額 

（略） （略） 

（介護納付金賦課額の保険料率） （介護納付金賦課額の保険料率） 

第16条の４ 介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金賦課額の保険

料率は、次のとおりとする。 

第16条の４ 介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金賦課額の保険

料率は、次のとおりとする。 

(１) 所得割 100分の2.36（介護納付金賦課総額の100分の62に相

当する額を介護納付金賦課被保険者に係る賦課期日の属する年の

前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等の見込額（令第29条

の７第４項第４号ただし書に規定する場合にあっては、省令第32

条の10に規定する方法により補正された後の金額）の総額で除し

て得た数） 

(１) 所得割 100分の2.3（介護納付金賦課総額の100分の62に相当

する額を介護納付金賦課被保険者に係る賦課期日の属する年の前

年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等の見込額（令第29条の

７第４項第４号ただし書に規定する場合にあっては、省令第32条

の10に規定する方法により補正された後の金額）の総額で除して

得た数） 

(２) 被保険者均等割 被保険者１人につき 16,500円（介護納付

金賦課総額の100分の38に相当する額を当該年度の前年度及びそ

の直前の２箇年度の各年度における介護納付金賦課被保険者の数

(２) 被保険者均等割 被保険者１人につき 16,200円（介護納付

金賦課総額の100分の38に相当する額を当該年度の前年度及びそ

の直前の２箇年度の各年度における介護納付金賦課被保険者の数
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等を勘案して算定した数で除して得た額） 等を勘案して算定した数で除して得た額） 

（略） 

（賦課期日後において納付義務の発生、消滅又は被保険者数の異動

等があった場合） 

（略） 

（賦課期日後において納付義務の発生、消滅又は被保険者数の異動

等があった場合） 

第19条 保険料の賦課期日後に納付義務が発生した場合、一世帯に属

する被保険者数が増加し、若しくは減少した場合又は一世帯に属す

る被保険者が介護納付金賦課被保険者となった若しくは介護納付金

賦課被保険者でなくなった若しくは令第29条の７の２第２項に規定

する特例対象被保険者等（以下「特例対象被保険者等」という。）

となった場合における当該納付義務者に係る第14条の４若しくは第

15条の10の額若しくは第16条の２の額又は次条各号に定める額若し

くは第19条の４各号若しくは第19条の５第１項各号に定める額の算

定は、それぞれ、その納付義務が発生した日、被保険者数が増加し、

若しくは減少した日（法第６条第１号から第８号までの規定のいず

れかに該当したことにより被保険者数が減少した場合においては、

その減少した日が月の初日であるときに限り、その前日とする。）

又は一世帯に属する被保険者が介護納付金賦課被保険者となった若

しくは介護納付金賦課被保険者でなくなった若しくは特例対象被保

険者等となった日の属する月から、月割をもって行う。 

第19条 保険料の賦課期日後に納付義務が発生した場合、一世帯に属

する被保険者数が増加し、若しくは減少した場合又は一世帯に属す

る被保険者が介護納付金賦課被保険者となった若しくは介護納付金

賦課被保険者でなくなった若しくは令第29条の７の２第２項に規定

する特例対象被保険者等（以下「特例対象被保険者等」という。）

となった場合における当該納付義務者に係る第14条の４、第15条の

５、第15条の10若しくは第15条の13の額若しくは第16条の２の額又

は次条各号、第19条の４各号若しくは第19条の５第１項各号に定め

る額の算定は、それぞれ、その納付義務が発生した日、被保険者数

が増加し、若しくは減少した日（法第６条第１号から第８号までの

規定のいずれかに該当したことにより被保険者数が減少した場合に

おいては、その減少した日が月の初日であるときに限り、その前日

とする。）又は一世帯に属する被保険者が介護納付金賦課被保険者

となった若しくは介護納付金賦課被保険者でなくなった若しくは特

例対象被保険者等となった日の属する月から、月割をもって行う。 

２ 保険料の賦課期日後に、納付義務が消滅した場合における当該納

付義務者に係る第14条の４若しくは第15条の10の額若しくは第16条

の２の額又は次条各号に定める額若しくは第19条の４各号若しくは

第19条の５第１項各号に定める額の算定は、その納付義務が消滅し

た日（法第６条第１号から第８号までの規定のいずれかに該当した

ことにより納付義務が消滅した場合においては、その消滅した日が

月の初日であるときに限り、その前日とする。）の属する月の前月

まで、月割をもって行う。 

２ 保険料の賦課期日後に、納付義務が消滅した場合における当該納

付義務者に係る第14条の４、第15条の５、第15条の10若しくは第15

条の13の額若しくは第16条の２の額又は次条各号、第19条の４各号

若しくは第19条の５第１項各号に定める額の算定は、その納付義務

が消滅した日（法第６条第１号から第８号までの規定のいずれかに

該当したことにより納付義務が消滅した場合においては、その消滅

した日が月の初日であるときに限り、その前日とする。）の属する

月の前月まで、月割をもって行う。 

（低所得者の保険料の減額） （低所得者の保険料の減額） 
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第19条の２ 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の

額は、第14条の４の規定により算定した基礎賦課額から、それぞれ

当該各号のアに定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が

650,000円を超える場合には、650,000円）及び第15条の10の規定に

より算定した後期高齢者支援金等賦課額から、それぞれ当該各号の

イに定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が240,000円を

超える場合は、240,000円）並びに第16条の２の規定により算定した

介護納付金賦課額からそれぞれ当該各号のウに定める額を減額して

得た額（当該減額して得た額が170,000円を超える場合には、170,000

円）の合算額とする。 

第19条の２ 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の

額は、第14条の４又は第15条の５の規定により算定した基礎賦課額

から、それぞれ当該各号のアに定める額を減額して得た額（当該減

額して得た額が650,000円を超える場合には、650,000円）及び第15

条の10又は第15条の13の規定により算定した後期高齢者支援金等賦

課額から、それぞれ当該各号のイに定める額を減額して得た額（当

該減額して得た額が220,000円を超える場合は、220,000円）並びに

第16条の２の規定により算定した介護納付金賦課額からそれぞれ当

該各号のウに定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が

170,000円を超える場合には、170,000円）の合算額とする。 

(１) 世帯主、当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の

納付義務が発生した場合は、その発生した日とする。）現在にお

いてその世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者（法第６

条第８号に該当したことにより被保険者の資格を喪失した者であ

って、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属

するものをいう。以下同じ。）につき算定した地方税法第314条の

２第１項に規定する総所得金額（同法第317条の２第１項第２号に

規定する青色専従者給与額又は同法第313条第５項に規定する事

業専従者控除額については、同条第３項、第４項又は第５項の規

定を適用せず、所得税法（昭和40年法律第33号）第57条第１項、

第３項又は第４項の規定の例によらないものとし、地方税法第314

条の２第１項に規定する山林所得金額及び他の所得と区分して計

算される所得の金額（同法附則第33条の２第５項に規定する上場

株式等に係る配当所得等の金額（同法附則第35条の２の６第８項

又は第11項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、

同法附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の

金額、同法附則第34条第４項に規定する長期譲渡所得の金額、同

法附則第35条第５項に規定する短期譲渡所得の金額、同法附則第

(１) 世帯主、当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の

納付義務が発生した場合は、その発生した日とする。）現在にお

いてその世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者（法第６

条第８号に該当したことにより被保険者の資格を喪失した者であ

って、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属

するものをいう。以下同じ。）につき算定した地方税法第314条の

２第１項に規定する総所得金額（同法第317条の２第１項第２号に

規定する青色専従者給与額又は同法第313条第５項に規定する事

業専従者控除額については、同条第３項、第４項又は第５項の規

定を適用せず、所得税法（昭和40年法律第33号）第57条第１項、

第３項又は第４項の規定の例によらないものとし、地方税法第314

条の２第１項に規定する山林所得金額及び他の所得と区分して計

算される所得の金額（同法附則第33条の２第５項に規定する上場

株式等に係る配当所得等の金額（同法附則第35条の２の６第８項

又は第11項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、

同法附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の

金額、同法附則第34条第４項に規定する長期譲渡所得の金額、同

法附則第35条第５項に規定する短期譲渡所得の金額、同法附則第
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35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額

（同法附則第35条の３第15項の規定の適用がある場合には、その

適用後の金額）、同法附則第35条の２の２第５項に規定する上場

株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第35条の２の６第11項

又は第35条の３第13項若しくは第15項の規定の適用がある場合に

は、その適用後の金額）、同法附則第35条の４第４項に規定する

先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第35条の４の２第７項

の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、外国居住者

等所得相互免除法第８条第２項に規定する特例適用利子等の額、

同条第４項に規定する特例適用配当等の額、租税条約等実施特例

法第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等の額及び同条

第12項に規定する条約適用配当等の額をいう。以下この条におい

て同じ。）の算定についても同様とする。以下この条において同

じ。）及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所

得の金額の合算額が、地方税法第314条の２第２項第１号に定める

金額（世帯主並びに当該世帯主の世帯に属する被保険者及び特定

同一世帯所属者（次号及び第３号において「世帯主等」という。）

のうち給与所得を有する者（前年中に同条第１項に規定する総所

得金額に係る所得税法第28条第１項に規定する給与所得について

同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第

１項に規定する給与等の収入金額が550,000円を超える者に限

る。）をいう。以下この号において同じ。）の数及び公的年金等

に係る所得を有する者（前年中に地方税法第314条の２第１項に規

定する総所得金額に係る所得税法第35条第３項に規定する公的年

金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額

の控除を受けた者（年齢65歳未満の者にあっては当該公的年金等

の収入金額が600,000円を超える者に限り、年齢65歳以上の者にあ

っては当該公的年金等の収入金額が1,100,000円を超える者に限

35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額

（同法附則第35条の３第15項の規定の適用がある場合には、その

適用後の金額）、同法附則第35条の２の２第５項に規定する上場

株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第35条の２の６第11項

又は第35条の３第13項若しくは第15項の規定の適用がある場合に

は、その適用後の金額）、同法附則第35条の４第４項に規定する

先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第35条の４の２第７項

の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、外国居住者

等所得相互免除法第８条第２項に規定する特例適用利子等の額、

同条第４項に規定する特例適用配当等の額、租税条約等実施特例

法第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等の額及び同条

第12項に規定する条約適用配当等の額をいう。以下この条におい

て同じ。）の算定についても同様とする。以下この条において同

じ。）及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所

得の金額の合算額が、地方税法第314条の２第２項第１号に定める

金額（世帯主並びに当該世帯主の世帯に属する被保険者及び特定

同一世帯所属者（次号及び第３号において「世帯主等」という。）

のうち給与所得を有する者（前年中に同条第１項に規定する総所

得金額に係る所得税法第28条第１項に規定する給与所得について

同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第

１項に規定する給与等の収入金額が550,000円を超える者に限

る。）をいう。以下この号において同じ。）の数及び公的年金等

に係る所得を有する者（前年中に地方税法第314条の２第１項に規

定する総所得金額に係る所得税法第35条第３項に規定する公的年

金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額

の控除を受けた者（年齢65歳未満の者にあっては当該公的年金等

の収入金額が600,000円を超える者に限り、年齢65歳以上の者にあ

っては当該公的年金等の収入金額が1,100,000円を超える者に限
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る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以

下この号、次号及び第３号において「給与所得者等の数」という。）

が２以上の場合にあっては、地方税法第314条の２第２項第１号に

定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に100,000

円を乗じて得た金額を加えた金額）を超えない世帯に係る保険料

の納付義務者 

る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以

下この号、次号及び第３号において「給与所得者等の数」という。）

が２以上の場合にあっては、地方税法第314条の２第２項第１号に

定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に100,000

円を乗じて得た金額を加えた金額）を超えない世帯に係る保険料

の納付義務者 

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人につき 

34,370円 

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人につき 

31,500円 

イ 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 被保険

者１人につき 11,550円 

イ 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 被保険

者１人につき 10,570円 

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人に

つき 11,550円 

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人に

つき 11,340円 

(２) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条の

２第２項第１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数

が２以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に100,000円を乗じて得た金額を加えた

金額）に295,000円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保

険料の納付義務が発生した場合は、その発生した日とする。）現

在においてその世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者

の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係

る保険料の納付義務者であって前号に該当する者以外のもの 

(２) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条の

２第２項第１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数

が２以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に100,000円を乗じて得た金額を加えた

金額）に290,000円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保

険料の納付義務が発生した場合は、その発生した日とする。）現

在においてその世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者

の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係

る保険料の納付義務者であって前号に該当する者以外のもの 

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人につき 

24,550円 

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人につき 

22,500円 

イ 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 被保険

者１人につき 8,250円 

イ 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 被保険

者１人につき 7,550円 

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人に

つき 8,250円 

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人に

つき 8,100円 

26



15/21 

改正後 改正前 

(３) 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所

得と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条

の２第２項第１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の

数が２以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得

者等の数から１を減じた数に100,000円を乗じて得た金額を加え

た金額）に545,000円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に

保険料の納付義務が発生した場合は、その発生した日とする。）

現在において、その世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所

属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯

に係る保険料の納付義務者であって前２号に該当する者以外のも

の 

(３) 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所

得と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条

の２第２項第１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の

数が２以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得

者等の数から１を減じた数に100,000円を乗じて得た金額を加え

た金額）に535,000円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に

保険料の納付義務が発生した場合は、その発生した日とする。）

現在において、その世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所

属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯

に係る保険料の納付義務者であって前２号に該当する者以外のも

の 

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人につき 

9,820円 

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人につき 

9,000円 

イ 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 被保険

者１人につき 3,300円 

イ 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 被保険

者１人につき 3,020円 

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人に

つき 3,300円 

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額 被保険者１人に

つき 3,240円 

（略） （略） 

（未就学児の被保険者均等割額の減額） （未就学児の被保険者均等割額の減額） 

第19条の４ 当該年度において、納付義務者の属する世帯に６歳に達

する日以後の最初の３月31日以前である被保険者（以下「未就学児」

という。）がある場合における当該未就学児に係る当該年度分の被

保険者均等割額（第19条の２に定める金額を減額するものとした場

合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）は、当該被保険者

均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める額を減額して得た額とする。 

第19条の４ 当該年度において、納付義務者の属する世帯に６歳に達

する日以後の最初の３月31日以前である被保険者（以下「未就学児」

という。）がある場合における当該未就学児に係る当該年度分の被

保険者均等割額（第19条の２に定める金額を減額するものとした場

合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）は、当該被保険者

均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める額を減額して得た額とする。 

(１) 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 次のアからエまでに掲

げる世帯の区分に応じ、未就学児１人について当該アからエまで

(１) 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 次のアからエまでに掲

げる世帯の区分に応じ、未就学児１人について当該アからエまで
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に定める額 に定める額 

ア 第19条の２第１号アに定める金額を減額した世帯 7,365円 ア 第19条の２第１号アに定める金額を減額した世帯 6,750円 

イ 第19条の２第２号アに定める金額を減額した世帯 12,275円 イ 第19条の２第２号アに定める金額を減額した世帯 11,250円 

ウ 第19条の２第３号アに定める金額を減額した世帯 19,640円 ウ 第19条の２第３号アに定める金額を減額した世帯 18,000円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 24,550円 エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 22,500円 

(２) 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 次のア

からエまでに掲げる世帯の区分に応じ、未就学児１人について当

該アからエまでに定める額 

(２) 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 次のア

からエまでに掲げる世帯の区分に応じ、未就学児１人について当

該アからエまでに定める額 

ア 第19条の２第１号イに定める金額を減額した世帯 2,475円 ア 第19条の２第１号イに定める金額を減額した世帯 2,265円 

イ 第19条の２第２号イに定める金額を減額した世帯 4,125円 イ 第19条の２第２号イに定める金額を減額した世帯 3,775円 

ウ 第19条の２第３号イに定める金額を減額した世帯 6,600円 ウ 第19条の２第３号イに定める金額を減額した世帯 6,040円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 8,250円 エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 7,550円 

（出産被保険者の保険料の減額） （出産被保険者の保険料の減額） 

第19条の５ 当該年度において、世帯に出産被保険者（令第29条の７

第５項第８号に規定する出産被保険者をいう。以下同じ。）がある

場合における当該世帯の納付義務者に対して課する所得割額及び被

保険者均等割額（第19条の２に規定する金額を減額するものとした

場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）は、当該所得割

額及び被保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が、

第15条の８、第15条の16及び第16条の５に定める額を超える場合に

は、当該額）とする。 

第19条の５ 当該年度において、世帯に出産被保険者（令第29条の７

第５項第８号に規定する出産被保険者をいう。以下同じ。）がある

場合における当該世帯の納付義務者に対して課する所得割額及び被

保険者均等割額（第19条の２に規定する金額を減額するものとした

場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）は、当該所得割

額及び被保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が、

第15条の８、第15条の16及び第16条の５に定める額を超える場合に

は、当該額）とする。 

(１) 基礎賦課額の所得割額 当該出産被保険者に係る基礎控除後

の総所得金額等に当該年度分の基礎賦課額の所得割の保険料率を

乗じて得た額の12分の１の額に、当該出産被保険者の出産の予定

日（省令第32条の10の２各号で定める場合にあっては、出産の日。

第24条の６第１項及び第２項において同じ。）の属する月（以下

この号において「出産予定月」という。）の前月（多胎妊娠の場

(１) 基礎賦課額の所得割額 当該出産被保険者に係る基礎控除後

の総所得金額等に当該年度分の基礎賦課額の所得割の保険料率を

乗じて得た額の12分の１の額に、当該出産被保険者の出産の予定

日（省令第32条の10の２各号で定める場合にあっては、出産の日。

第24条の６第１項及び第２項において同じ。）の属する月（以下

この号において「出産予定月」という。）の前月（多胎妊娠の場
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合には、３月前）から出産予定月の翌々月までの期間（以下この

項において「産前産後期間」という。）のうち当該年度に属する

月数を乗じて得た額 

合には、３月前）から出産予定月の翌々月までの期間（以下この

項において「産前産後期間」という。）のうち当該年度に属する

月数を乗じて得た額 

(２) 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 当該年度分の基礎賦課

額の被保険者均等割額（第19条の２に規定する金額を減額するも

のとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）に12

分の１を乗じて得た額に、当該出産被保険者の産前産後期間のう

ち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

(２) 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 当該年度分の基礎賦課

額の被保険者均等割額（第19条の２に規定する金額を減額するも

のとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）に12

分の１を乗じて得た額に、当該出産被保険者の産前産後期間のう

ち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

(３) 後期高齢者支援金等賦課額の所得割額 当該出産被保険者に

係る基礎控除後の総所得金額等に当該年度分の後期高齢者支援金

等賦課額の所得割の保険料率を乗じて得た額の12分の１の額に、

当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を

乗じて得た額 

(３) 後期高齢者支援金等賦課額の所得割額 当該出産被保険者に

係る基礎控除後の総所得金額等に当該年度分の後期高齢者支援金

等賦課額の所得割の保険料率を乗じて得た額の12分の１の額に、

当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を

乗じて得た額 

(４) 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 当該年

度分の後期高齢者支援金等賦課額の被保険者均等割額（第19条の

２に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減

額後の被保険者均等割額）に12分の１を乗じて得た額に、当該出

産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて

得た額 

(４) 後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額 当該年

度分の後期高齢者支援金等賦課額の被保険者均等割額（第19条の

２に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減

額後の被保険者均等割額）に12分の１を乗じて得た額に、当該出

産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて

得た額 

(５) 介護納付金賦課額の所得割額 当該出産被保険者（介護納付

金賦課被保険者である者に限る。以下この号において同じ。）に

係る基礎控除後の総所得金額等に当該年度分の介護納付金賦課額

の所得割の保険料率を乗じて得た額の12分の１の額に、当該出産

被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得

た額 

(５) 介護納付金賦課額の所得割額 当該出産被保険者（介護納付

金賦課被保険者である者に限る。以下この号において同じ。）に

係る基礎控除後の総所得金額等に当該年度分の介護納付金賦課額

の所得割の保険料率を乗じて得た額の12分の１の額に、当該出産

被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得

た額 

(６) 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額 当該年度分の介

護納付金賦課額の被保険者均等割額（第19条の２に規定する金額

を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均

(６) 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額 当該年度分の介

護納付金賦課額の被保険者均等割額（第19条の２に規定する金額

を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均
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等割額）に12分の１を乗じて得た額に、当該出産被保険者（介護

納付金賦課被保険者である者に限る。）の産前産後期間のうち当

該年度に属する月数を乗じて得た額 

等割額）に12分の１を乗じて得た額に、当該出産被保険者（介護

納付金賦課被保険者である者に限る。）の産前産後期間のうち当

該年度に属する月数を乗じて得た額 

２ 前項各号に定めるところにより算定した額を決定する場合におい

て、１円未満の端数があるときは、これを切り上げるものとする。 

２ 前項に規定する保険料額を決定する場合において、１円未満の端

数があるときは、これを切り上げるものとする。 

（略） （略） 

付 則 

第６条及び第７条 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付 則 

（平成23年度及び平成24年度における保険料の所得割額の算定の特

例） 

第６条 平成23年度及び平成24年度における第15条第１項、第15条の

６、第15条の11、第15条の14及び第16条の３に規定する基礎控除後

の総所得金額等の算出においては、次の各号の区分に従い、当該各

号に掲げる金額を控除するものとする。 

(１) 当該年度分の地方税法の規定による都民税及び特別区民税（同

法の規定による道府県民税及び市町村民税を含むものとし、同法第

50条の２及び同法第328条の規定によって課する所得割の額並びに

同法第24条第１項の規定によって課する利子割額、配当割額及び株

式等譲渡所得割額を除く。以下この号において同じ。）が課されな

い者（条例の定めるところにより当該都民税及び特別区民税が課さ

れない者を含む。） 賦課期日の属する年の前年の所得に係る基礎

控除後の総所得金額等の100分の75に相当する金額 

(２) 前号に該当しない者であって、課税標準額（賦課期日の属する

年の前年の所得に係る地方税法第314条の３第１項に規定する課税

総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額並びに他の所

得と区分して計算される所得の金額（同法附則第33条の２第５項に

規定する上場株式等に係る課税配当所得の金額、同法附則第33条の

３第５項第１号に規定する土地等に係る課税事業所得等の金額、同

法附則第34条第４項に規定する課税長期譲渡所得金額、同法附則第
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35条第５項に規定する課税短期譲渡所得金額、同法附則第35条の２

第６項に規定する株式等に係る課税譲渡所得等の金額、同法附則第

35条の４第４項に規定する先物取引に係る課税雑所得等の金額、租

税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子

等の額及び同条第12項に規定する条約適用配当等の額をいう。）の

合計額（1,000円未満の端数があるとき又はその全額が1,000円未満

であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた額）をいう。

以下この条において同じ。）が1,000,000円以下で、賦課期日の属す

る年の前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等が課税標準額の

100分の150の金額を超える者 賦課期日の属する年の前年の所得に

係る基礎控除後の総所得金額等から課税標準額の100分の150の金額

を控除した額の100分の50に相当する金額 

(３) 第１号に該当しない者であって、課税標準額が1,000,000円を超

え、賦課期日の属する年の前年の所得に係る基礎控除後の総所得金

額等が課税標準額の100分の150の金額を超える者 賦課期日の属す

る年の前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等から課税標準額

の100分の150の金額を控除した額の100分の25に相当する金額 

２ 世帯主又は当該世帯に属する被保険者が特例対象被保険者等であ

って、当該者の賦課期日の属する年の前年の所得に係る基礎控除後

の総所得金額等及び課税標準額に所得税法第28条第１項に規定する

給与所得が含まれているときは、当該給与所得については、同条第

２項の規定によって計算した金額の100分の30に相当する金額を当

該者の給与所得として前項の規定を適用する。 

 （平成25年度及び平成26年度における保険料の所得割額の算定の特

例） 

第７条 平成25年度及び平成26年度における第15条第１項、第15条の

６、第15条の11、第15条の14及び第16条の３に規定する基礎控除後

の総所得金額等の算出においては、当該年度分の地方税法の規定に

31



20/21 

改正後 改正前 

よる都民税及び特別区民税（同法の規定による道府県民税及び市町

村民税を含むものとし、同法第50条の２及び同法第328条の規定によ

って課する所得割の額並びに同法第24条第１項の規定によって課す

る利子割額、配当割額及び株式等譲渡所得割額を除く。以下この条

において同じ。）が課されない者（条例の定めるところにより当該

都民税及び特別区民税が課されない者を含む。）については、賦課

期日の属する年の前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等から

次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に掲げる金額を控除するも

のとする。 

(１) 平成25年度 平成24年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等

の100分の50に相当する金額 

(２) 平成26年度 平成25年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等

の100分の25に相当する金額 

２ 世帯主又は当該世帯に属する被保険者が特例対象被保険者等であ

って、当該者の賦課期日の属する年の前年の所得に係る基礎控除後

の総所得金額等に所得税法第28条第１項に規定する給与所得が含ま

れているときは、当該給与所得については、同条第２項の規定によ

って計算した金額の100分の30に相当する金額を当該者の給与所得

として前項の規定を適用する。 

（略） 

附 則（令和６年３月 日条例第 号） 

（略） 

（施行期日）  

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例による改正後の第15条の４、第15条の12、第15条の16、

第16条の４、第19条の２及び第19条の４の規定は、令和６年度以後

の年度分の保険料について適用し、令和５年度以前の年度分の保険

料については、なお従前の例による。 
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３ この条例による改正前の世田谷区国民健康保険条例（以下「改正

前の条例」という。）付則第６条の規定は、平成23年度及び平成24

年度分の保険料については、なおその効力を有する。 

４ この条例による改正前の条例付則第７条の規定は、平成25年度及

び平成26年度分の保険料については、なおその効力を有する。 
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